
1. イントロダクション

経済成長における人的資本蓄積の重要性は、

Schultz(1961)、Nelson and Phelps(1967)、

Earsterlin(1985)を始めとして多くの論者によ

って指摘されている。さらに、Lucas(1988)、

Lucas(1990)、Rebelo(1991)をはじめとして、

多くの理論分析においても、経済成長における

人的資本蓄積の役割が注目されている。実証分

析においても、例えばMankiw,Romer and

Weil(1992)の生産関数に関するクロス・セクシ

ョンの実証分析において、人的資本、物的資本、

単純労働の一次同次関数であるという仮説が棄

却されなかった。

人的資本を蓄積する方法のひとつとして重要な

位置を占める教育投資について、Psacharopoulos

(1994)によれば、初等教育の収益率は10％を

超え、中等教育、高等教育もそれに続く高い収

益率を実現している。しかし、教育投資には、

その重大な問題として、しばしば親の所得水準

が子供の教育水準を大きく制約するという問題

がある。これは所得水準の低い途上国において

得に深刻な問題である。もっとも、初等教育に

ついては、政府の補助によってかなり普及して

いる。しかし、実際には、途上国の政府の財政

制約は厳しく、中等教育、高等教育への十分な

補助は困難であり、中等教育、高等教育への進

学は、Psacharopoulos(1985)に示されるよう

に、親の所得が大きく左右しているのが現実で

ある。つまり、途上国における教育投資を通じ

た人的資本蓄積を考察する上では、親が所得の

範囲内でしか子供に教育を施すことができない

という教育投資の特徴を十分に考慮する必要が

ある。また、国全体で人的資本を蓄積しようと

する政策的観点からは、政府の財政制約がある

中で、経済において家計が保有する経済資源を、

如何に家計自らの意思で、自らの直接的な支出

によって、教育投資に振り向けさせるかという

視点が必要となるのである。

本稿の目的は、親が所得の範囲内で子供に施

すという教育投資の特徴を考慮した上で、教育

投資による人的資本の蓄積を理論的に考察する

ことにある。

Psacharopoulos(1985)によると、途上国の

教育投資の特徴としては以下の２点が挙げられ

る。第一に、教育投資は、親の所得の範囲内で

行われる。第二に、初等教育、中等教育、高等

教育となるにつれて、教育投資額は不連続に増

大することである。一方で、労働者の学歴が高

くなるにつれ、仕事の内容は高度化し、賃金も

それに合わせて上昇する。

以上を鑑みて、本稿のモデルでは、教育投資

の特徴として2つの設定を行った。第一に、教

育投資においては、教育資金を借りるための借

り入れ市場が存在しない下で、教育投資を負担

する親の所得水準が子供の教育水準に決定的に

影響する。第二に、人的資本は3種類存在し、

より高い収入を得られる人的資本ほど、教育投

資額が不連続に増大する。本稿の焦点は、以上

のような教育投資を巡る状況の下で、世代を通
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じて人的資本が蓄積されていく時に、どのよう

な要因が人的資本の蓄積を決定するのかという

点にある。

人的資本蓄積における借入れ制約の影響を考

察した既存研究は存在し、例えば、Galor and

Zeira(1993)、Gregorio(1995)、Barham,

Boadway, Marchand, and Pestieau (1995)

は、借入制約が人的資本蓄積に影響するために、

初期における家計間の所得格差が、長期的に大

きな人的資本蓄積、及び所得の差を生み出す可

能性を指摘している。ただし、本稿のように、

人的資本を3種類に分類した上で、それぞれが

果たす人的資本の蓄積における役割を考察して

いない。

われわれのモデルによって得られる結論は、

中等教育の学歴を持つ労働者の賃金の重要性で

ある。中等教育を受ける労働者の賃金が高いこ

とは、第一に、借り入れ制約の下で、初等教育

を受けた労働者の家計が世代交代の中で中等教

育の学歴を持つ労働者の家計へと転換すること

を促す。第二に、中等教育へ学歴が上がった労

働者の賃金の上昇が、所得の制約をさらに緩和

することを通じて、より費用の高い高等教育を

受けるインセンティブを高める。言わば、中等

教育の学歴をもつ労働者の賃金は、世代交代の

中で初等教育から高等教育へと労働者の学歴を

引き上げる橋渡しとなる可能性を持ち、低学歴

が多くを占める経済において、特に人的資本の

蓄積を促すからである。

2. モデル分析

2.1. 毎期の家計の教育投資の選択

本稿では、親の教育投資が子供の人的資本蓄

積に与える影響を考慮するために世代重複モデ

ルを考える。経済主体は2期間生存する。1期

目に生まれた経済主体は、親の下で消費財を与

えられて生活し、教育を受ける。2期目には働

き、子供を１人生み、教育を施す。このような

形で世代は交代していく。

t期における家計は親と子供の２人から構成

される。親は子供の将来と、家計の消費に関心

を持ち、t期における家計の効用utは、t期にお

ける家計の消費量ytと、yで測ったt+1期にお

ける子供の所得水準It+1からなると仮定し、以下

のように効用関数を設定する。
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（1）

このとき、効用関数は原点に凸の通常の無差

別曲線を持つ1。ちなみに、ｙはニューメレー

ル財であり、毎期の価格は1に等しいと仮定す

る。

子供の将来の所得は、t期における親の教育

投資によって決定される一方で、家計の消費と

子供に施す教育投資への支出は親の所得の範囲

内でしか行えないと仮定し、親の予算制約を以

下のように表現する。

（2）

ちなみに、btはyで測った教育投資の水準を示

す。

t期において教育投資を受けた子供は、親と

なるt+1期においては、教育によって得た学習

能力をもとに人的資本を形成し、それを市場に

供給して所得を得る2。人的資本市場は３種類

存在し、第1人的資本H1、第2人的資本H2 、第

３人的資本H3と分かれており、後者ほどより多

くの教育投資を必要とする。ここで、t期の子

供がt+1期において働くときに供給できる人的

資本の量をそれぞれ順にH1 、H2、H3とおき、

bi,tをt期の子供がt+1期においてHi（i＝1,2,3）

を選択するときの教育投資水準であるとする。

このとき、教育投資によって子供がt+1期に獲

得する人的資本の量Hi,t＋1は教育投資額bi,tの関

数Hi,t＋1(bi,t)と表現でき、それを以下のように特

定化する。

(3)

ここで、ｂiは、Hiを選択する場合にどれだけの

教育投資が最低限必要であるかを示している。

ちなみに、パラメータについては以下を仮定

する。

(4)

(5)

（4）は、教育投資が少ない状態では第1人

的資本しか選択できず、教育投資が増えるにし

たがって、順に第2人的資本、第３人的資本も

選択できるようになることを意味している。一

方、（5）は、どの人的資本市場を選択するにせ

よ、教育投資をするほど人的資本の保有量を増

やすことができることを示している。

このとき、t期の子供がt＋1期に獲得する所

得は、wi,t+1をt＋1期におけるHiの賃金率である

とすると、(3)より以下のように表現できる。

(6)

また、家計の直面する賃金率w1,t、w2,t、w3,tは、す

べての期において不変であるとし、以下を仮定

する。

(7)

ここで、以下の仮定を置く。

(8)

このとき、(4)、(5)の仮定の下で、b1、b2、b3の

差、およびw1θ1、w2θ2、w3θ3の差が十分に

大きい場合には、図1のような、t期における教

育投資とt+1期において３通りの人的資本のそ

れぞれを選んだときの所得の関係を得ることが

できる。図1においては、t期における子供にと

って、教育投資が少ないときには第1人的資本

が最も多くの所得をもたらし、教育投資が多く

なるに従って、所得が最大になる人的資本は第

2人的資本、第３人的資本へと順に移っていく

状況が発生する。本稿ではこのような状況に注

目する。

t期における親は、以上のような教育投資と

子供の将来所得の関係の下で、子供のためにど

の人的資本を選択するのか、そして教育投資水
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準をどれだけにするかという２つの選択を行

う。

ここで、親が子供に第i人的資本 (i=1,2,3)を選

択させるよう教育投資をするとき、その親の効

用をui,tとおくと、（2）、(6）より、以下のよう

に表現できる。

（9）

この時、第i人的資本(i=1,2,3)に投資する家計の

効用最大化問題は以下のように修正できる3。

（10）

それぞれの教育投資を選択するときの効用最

大化の一階の条件は、内点解を仮定すると4、

（11）

となり、(3)より以下の式が得られる。

(12)

（2）と(12)より、第i人的資本（i＝1,2,3）

を選択したt期の親の、家計のための最適な消

費量yi,t
＊、及び最適な教育投資水準bi,t

＊が以下の

ように導出できる。

(13)

（14)  

また、この時、親が第i人的資本（i＝1,2,3）

を子供のために選択する場合、教育投資と家族

の消費によって得られる最大の効用水準ui,t
*

は,(13)、(14)より、ｗiとItの関数となり、以下

のように表現できる。
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(15)

親は、所得の制約の下で、それぞれの人的資

本を子供のために選択したときの効用を比較

し、それが最大となる人的資本を選択するため、

t期に於ける親の最大の効用水準Utは結局以下

の最大化問題の解として得られる。

(16)

図2は、(15)から、家計の所得水準と、それ

ぞれの人的資本を選択したときに家計が得る最

大の効用の関係を導出したものである。図2に

おいて、I1,2Jは親が子供のために第1人的資本と

第2人的資本をそれぞれ選択したときに家計が

得られる最大の効用が等しくなる所得水準を示

しており、I2,3Jは、第2人的資本と第3人的資本

からのそれが等しくなる所得水準を示してい

る。

親は、t期における所得の制約の下で、家計

の効用が最大になるよう、子供のための人的資

本を選択する。図2が示すように、所得水準が

I1,2Jまでの領域においては第1人的資本が最も高

い効用を与え、I1,2JからI2,3Jの領域では第2人的資

本が最も効用が高く、I2,3Jより所得水準が上が

ると、第3人的資本が最も効用が高くなる。つ

まり、所得の上昇に伴って、家計の選択する人

的資本はより教育投資を必要とするものへと高

度化し、第1人的資本から第2人的資本、そし

て第3人的資本へと転換してゆく。この理由は、

家計の消費と教育投資が代替的関係にあり、第

2人的資本、第3人的資本となるに従って、必

要となる最低投資水準が高くなってゆくこと、

一方で教育投資の限界効用は人的資本が高度化

するに従って上昇することによるものである。

2.2. 世代を通じた人的資本の蓄積

各家計は毎期、所得を教育投資に振り向け、

それが来期の人的資本からの報酬からなる家計

の所得に影響し、更にその所得が教育投資に向

けられるために、所得と教育投資は世代を通じ

て循環的に増大する可能性を持つ6。さらに、

図2が示すように、ある特定の人的資本を選択

している家計が、所得の増大に伴ってより高度

な人的資本に選択を転換する可能性も生まれ

る。以下の2.2.1では、特定の人的資本を選択し

ている家計の動学的経路を考察した上で、2.2.2

以降において人的資本の選択の転換の可能性へ

と議論を進める。

2.2.1 世代を通じた第i人的資本の蓄積と所得

の増大

まずはじめに、人的資本の選択の転換が起こ

らない状況を仮定し、その下での世代を通じた

家計の第i人的資本（i＝1,2,3）の蓄積行動を考

察しよう。

t期においてItの所得を持つ家計は、第i人的資

本のために教育投資をする場合、（13）に従い

投資を行うため、It+1は、 (6)、(13)より、ｗi、

Itの関数として以下のように求められる。

(17)
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このとき、定常状態に於ける家計の所得水準IiS

は、

(18)

を満たすIとして得られる7。この時、IiSは、

として表現できる。この時、IiS(ｗi)は以下の性

質を持つ。

(19)

つまり、第i人的資本の賃金率が上昇するとき

には、その人的資本を選択している家計の到達

するIiSは上昇するのである。

図3における階段状の経路a-a
,
は、経済にお

いて、初期に於いて所得がI0である家計が、第

1人的資本を選択し、世代交代の末に定常状態

I1Sに到達するを過程を示している。

2.2.2 より高度な教育投資への転換

第i人的資本を選択している家計の所得は、

世代を通じた所得の増大によって、図2から明

らかなように、定常状態の所得水準IiSに到達す

る前に、より高度な人的資本Hjの選択に転換す

る所得水準Ii,jJに到達する可能性がある。このと

き、家計の選択はより高度な人的資本に転換す

る。

Ii,jJを導出しよう。第i人的資本（i＝1,2）に投

資している家計が、より高度な第j人的資本

（j＝i＋1）の選択に転換する所得水準Ii,j
Jは、

(15)よりui
＊(ｗi,It)= uj

＊(ｗj,It)を満たすＩであるの

で、これは、以下の式を満たすIとして導出で

きる。

(20)

このとき、(20)より、IJi,jは以下の性質を持つ。
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(21)

つまり、第i人的資本を選択している家計にと

って、第i人的資本の賃金率の上昇は、より高

い所得水準にならないと、第j人的資本の投資

に転換しなくなるという効果を持つ。一方で、

より高度な第j人的資本の賃金率の上昇は、逆

に、より低い所得水準で第j人的資本の投資に

転換するという効果を持つ。

長期的に、人的資本の蓄積の過程の中で、第

i人的資本を選択している家計が、より高度な

第j人的資本の選択に転換するかどうかは、そ

の家計が定常状態の所得に到達する前に、Ii,jJに

到達するかどうかに依存している。従って、第

i人的資本 から第j人的資本への転換が起こる条

件は、

(22)

となる。(22)が成立するとき、初期の所得水準

がI0の家計は、第1人的資本を選択し、所得の

循環的な拡大の中、所得水準がI1,2Jを越えた時

点で、第2人的資本への投資に転換する。そし

て、第2人的資本のもたらす高い所得の下で、

循環的に教育投資を伸ばし、更に高い所得水準

を実現する。図3における階段状の経路a-ｂは

I1,2J＜I1SかつI2S＜I2,3Jの例を示している。このと

き、初期の所得水準がI0の家計は、世代交代を

経て、最終的にI2Sで定常状態を迎える。

2.2.3 人的資本の選択の転換と家計の支出構成

図4は、（13）、（14）を用いて、各家計の所

得と教育水準との関係を示したグラフである。

人的資本の選択の転換が起こるとき、家計の支

出行動は大きく変化する。図4から明らかなよ

うに、第一に、前の世代まで消費にまわしてい

た支出をあきらめて、より多くを教育投資にま

わすようになり、家計の保有する経済資源が、

消費から教育投資に大きく移動することにな

る。図4における、所得の増大に伴うｂ1,t
＊から

ｂ2,t
＊、ｂ3,t

*への転換は、以上のような経済資源

の教育投資へのシフトの過程を示している。第

二に、所得の限界教育投資性向は上昇し、教育

投資によって拡大する所得の更に多くの部分が

次の世代の教育投資に向けられることになり、

教育投資による循環的な所得の拡大効果は大き

くなり、より高い所得水準を達成することがで

きる。
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3. 結論

教育投資が親の所得に制約されており、また、

人的資本市場が分かれている中でより高度な人

的資本ほど多くの教育投資を必要とし、一方で

限界生産性が高くなるような我々のモデルにお

いては、教育投資による循環的な所得の上昇の

中で、消費から投資への急激なシフトが起こり、

更により高度な人的資本の選択下での教育と所

得の循環的な関係が、所得を飛躍的に拡大する

可能性を秘めている。

教育のための借り入れ制約のない世界では、

人的資本の選択においては、それぞれの投資が

もたらす純利益のみが重要であり、投資の決定

はその期における所得には影響されない。その

点で、第1人的資本や第2人的資本がもたらす

報酬が高いということは、第3人的資本へ投資

をするインセンティブを低下させる影響があ

る。従って、より高度な人的資本蓄積の観点か

らは第3人的資本がもたらす報酬が高い必要が

ある。

しかし、本稿のモデルでは、それらの効果は

逆である。我々のモデルのように人的資本投資

に所得の制約が存在し、かつ人的資本からの報

酬が所得の多くを占めるような状況において

は、長期的にそれぞれの人的資本から得られる

報酬は、世代交代を通じてより高度な人的資本

への投資インセンティブに決定的に正の影響を

与えるからである。

特に、第1人的資本や、第2人的資本を選択

している所得水準の低い家計は、人的資本の選

択の転換の可能性を持っているため、それらか

ら得られる報酬はそれぞれ、より高度な人的資

本への投資インセンティブを増大させる働きを

持っている。

第1人的資本や、第2人的資本によって獲得

できる報酬が高いことは、第一に、所得を増大

させ、所得と教育投資の循環的な拡大の中で、

世代交代を通じて家計の更なる人的資本の蓄積

を促す効果を持つ。第二に、世代を経て人的資

本の選択の転換が起これば、更に循環的な人的

資本の蓄積を継続し、世代を通じて飛躍的な人

的資本蓄積をもたらす原動力となるのである。

例えば、第1人的資本がもたらす報酬は、将来

第2人的資本を子供に施すインセンティブを高

め、また、第2人的資本がもたらす報酬が高い

ことは、第1人的資本から第2人的資本への転

換と、高い教育投資を必要とする第3人的資本

へ投資するための所得の制約を緩和し、第3人

的資本への転換を促す可能性を持つのである。

逆に、第3人的資本による報酬が高くとも、所

得制約の下では第1人的資本や第2人的資本を

受けている家計にとっては、教育費が高すぎて

何ら人的資本蓄積のインセンティブを増大させ

ない可能性もある。特に、教育を十分に受ける

ことができず、低所得層が多い途上国において

は、長期的な人的資本の蓄積を考える上で、以

上の効果は大きな影響を与える可能性を持つ。

4. 終わりに

本稿では、途上国における教育投資の特徴を

取り入れた上で、家計による世代を通じた人的

資本蓄積を考察した。現実の教育投資において

は、労働者は、初等教育、中等教育、高等教育

と、学歴が高度化するに従って、従事する仕事

も変わり、また得られる賃金が上昇してゆく。

これを、学歴の高度化に伴い、異なる人的資本

を形成することによるものと仮定すると、我々

の分析から以下のことが言える。それは高等教

育と比較した初等教育、中等教育が、長期的な

人的資本蓄積にもたらす貢献の可能性である。

それらがもたらす将来報酬が高いことは、更な

る教育水準の向上のための重要な礎となり、世

代を通じて飛躍的な人的資本蓄積をもたらす原

動力となるのである。

ただし、本稿の分析はいくつかの課題を残し
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ている。第一に、本稿での考察は、人的資本市

場における賃金を外生的に設定した上で行われ

ているため、経済全体での人的資本蓄積を考察

するためには、人的資本市場の均衡を内生化す

る必要がある。また、家計の所得は人的資本以

外からの生産要素、土地や資本からの報酬など

も考慮する必要がある。

特に、その他の土地や資本などの生産要素に

関しては、経済におけるその分配は、人的資本

蓄積を決定的に左右する可能性を、本稿の分析

から指摘できる。経済資源を人的資本蓄積に向

けるために重要なのは、まさに、潜在的に飛躍

的な人的資本蓄積を世代を通じてもたらす可能

性がある初等教育や中等教育の労働者に、多く

の所得を与えるといることである。特に、人的

資本の報酬と関係しないその他生産要素からの

報酬は、そのまま教育投資へのインセンティブ

を増大させる。その意味で、経済における生産

資源の平等な分配、特に、初等教育や中等教育

を受けている低所得層への生産要素の平等な分

配は、人的資本蓄積を促す可能性を持っている

のである。
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脚注

１ ちなみに、限界代替率は

となり、限界代替率はｙのみに依存して逓減

してゆく。

２ 本稿では、家計は生産要素として人的資本の

みを保有すると仮定しており、そのために毎

期の所得は人的資本からの生産要素報酬のみ

となる。

３ (10)の効用関数は、Flam, H., and Helpman, E.

(1987)の効用関数を応用したものである。

４ 内点解のための条件は であり、すべ

ての期において、これが満たされていると仮

定する。

５ 効用関数は以下の性質を持つ。

６ 当然、人的資本供給から得られる生産要素報

酬が非常に少ない場合には、所得と教育投資

が循環的に減少する可能性も存在する。ここ

では、循環的に拡大する可能性のみを考慮し、

以下を仮定する。

7

８(20)より以下のように整理できる。
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